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1.　はじめに

　持続可能な開発のための教育（ESD：Education for 
Sustainable Development）は、持続可能な社会を実現
していくための教育活動である。世界中で、資源の枯渇
や、気候変動、人口爆発、貧困の拡大、国際紛争、食糧
問題など、人間の活動そのものに起因するさまざまな問
題が起こっている。ユネスコでは、ESD の目的を、人類
が将来の世代にわたり、安全で豊かな生活ができるよう、
問題解決につながる価値観の確立や、行動を改善するこ
とで、持続可能な社会をつくる、と定義する。持続可能
な開発のための教育（ESD）は、持続可能な社会の創り
手を育む教育と言い換えられる。
　現在「持続可能な開発」について、「SDGs」の活用が
広がっている。SDGs（エスディージーズ））は、2015

年 9 月 25 日に国連総会で採択された持続可能な開発の
ための 17 の国際目標である 1) 。
　本稿は、持続可能な発展に向けて教育が必要になった
経緯について国際法の歴史から分析する。従来の主権国
家による国際社会では、国際紛争などさまざまな問題を、
国際法を規定することによって解決に導こうとした。国
際法は、大きく二種類がある。一つは、条約である。条
約の役割は　国際紛争の際、司法的解決や平和的手段を
法典によって国家にその約束を守らせることにある。も
う一つは、慣習国際法と呼ばれるものである。国際社会
においては、国内の議会のような立法機関はなく、国際
法の拘束力は国家間の合意による。一定の行為について、
国際的な慣行（一般慣行）が多数の国によって法的に義
務的又は正当なものとして認められる。これは法的確信
と呼ばれる。この法的確信がある国家の行為は、国際慣
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習法が成立する。国際慣習法は、国際社会のすべての国
家を拘束するとされている 2)。 
　例えば、国際連合は法典化作業をし、国際機関を機能
させることで、国際法の発展に寄与してきた。しかしな
がら、国際法の発展が、国際紛争の解決に必ずしもつな
がらなかった。例えば、「国際違法行為に対する国家責
任（国家責任条文草案）」には、 国家その他の国際法の
主体が国際法上の義務に違反したときに負わなければな
らない責任（国家責任）を定めており、国家責任を負う
にいたった国家は責任を解除しなければならない、と国
連決議として明文化されているが、法的拘束力はなく、
近年、ロシアによるウクライナ侵攻に見られるように、
国際法違反が発生しても紛争解決に至っていない。
　また一方、環境問題が、地球規模になり、国際企業だ
けでなく個人の活動もグローバル化し、これまでの国家
のみが国際社会の主体で、国際法、国際条約によって国
際秩序を保ったりすることが難しくなってきている。
　さらに、国連のような国際機関だけでなく、国家の枠
組みや規制を越えたところで、個人が、個人に、あるい
は、個人が大勢の人や国家、国際機関などにいろいろな
影響を与えるようになってきた。つまり、環境問題は個
人、地域、国家、グローバル、地球レベルのそれぞれで
考えなければならない。
　これまで、ESD は、ユネスコという国連の機関が提唱
し、国際社会に働きかけてきた教育活動のひとつであっ
た。本稿では、フランスをはじめとした EU 諸国や日本
での ESD を法制史の分析を基として、ESD が市民がもっ
ている基本的人権にかかわるものであることを論ずる。
　このように、国際社会における国家の役割は重要だが、
人間ひとりひとりが構成する国際社会では、個人個人を
育成する教育は、より一層重要になってきている。そし
て、国際社会に貢献できる主体者を育成するには、国際
的な教育に対する取り組みが必要になってくると考えら
れている 3)。

2.　環境問題のグローバル化

　持続可能な発展の概念が現れる前、国際法は、環境問
題を公害として取り上げてきた。
　人類に恩恵をもたらしてきた科学技術の発展や、産業
革命以降の産業の振興は、同時に、大気汚染、水質汚濁、
土壌汚染、騒音、といった公害を引き起こした。
　1970 年ごろから、先進国では、開発、公共事業によ

る自然破壊や、快適環境の保全などが問題の中心となっ
てきた。次に、生活が便利になるにつれて、生活公害、
自動車の排気ガス、生活廃水、一般廃棄物など、不特定
多数を発生源とした公害が増大した。小規模、かつ無数
の発生源からの公害は、単純に、加害者、被害者と分け
ることができず、裁判によって損害賠償請求という方法
がとりにくい。この場合、住民は、開発や公共事業の恩
恵を受ける者であると同時に被害者ともなりうる。かつ
ての産業公害という範疇から、現代人の社会構造に根ざ
す環境問題へとなってきた。
　地球温暖化、オゾン層の破壊、生物多様性の破壊、酸
性雨、熱帯雨林の破壊、砂漠化、海洋汚染など、地球環
境問題が注目される。1972 年のストックホルム会議に
おいて議論の対象となった 4)。新しい概念としての理論
は、1992 年「環境と開発に関する国連会議」で採択さ
れた「21 世紀に向けて地球環境を健全に維持するため
の国家と個人の行動計画（アジェンダ 21）」の採択によっ
て明確になる。
　このように、環境問題はある地域で起こった公害問題
に対する国家賠償、法律の制定や行政による問題解決だ
けではなくなった。グローバル化が進むにつれ、国境を
超えた環境汚染、地球温暖化など、地球環境問題へと拡
大した。産業がグローバル化すると環境破壊をする主体
は国内だけでなく、国境を超えている。大気汚染、海洋
汚染、あるいは森林破壊など、越境汚染が拡大している。
このような加害者と被害者が同じ国ではなく被害が複数
の国にまたがる越境汚染は、国内法による対策や政策だ
けでは困難となる。国際的な取り組みが必要となる。
　このような動きに一足早く対応したのは、国際法にお
いては、1972 年の人間環境会議で採択された人間環境
宣言である。地球規模となった環境問題に対して、国内
環境法の整備、裁判による司法的解決といった方法だけ
では解決には至らない。地球温暖化対策ではその問題が
顕在化しており、解決方法の脆弱さが顕著となっている。
　国際環境法は、近年、特別のレジーム（制度）を創設し、
その枠組みのなかで、具体的な数値を設定し、国家の責
任と義務を明確にし、議定書を採択、そして、その約束
を果たすために各国が政策は法整備を行うことで、環境
問題に対処しようとしている 5)。 
　しかし、国際会議では、常に、環境保護よりもまず国
内の産業の発展を優先したい発展途上国と環境保護や持
続可能な社会の構築は全世界的な取り組みにしなけらば
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ならないとする先進工業国の間での利害対立も起きてお
り、合意に至ることは困難である。　
　国際条約の履行確保には、条約を国内法化を通して経
済活動を規制したり、補助金等の経済的インセンティブ、
課税により、市場メカ二ズムを通じ国民を一定方向に誘
導しするという経済的手法がある。これも廃棄物等の不
特定多数の経済活動による都市型公害のような場合は、
規制対象の特定が難しく課税も困難になる。また規制手
法によって、罰則を設けるのはさらに困難になる。この
ように、環境法の整備や経済的措置だけでは、環境保護、
持続可能な開発の社会の実現は不可能である。
　何によって環境破壊を減らし、持続可能な開発が実現
できるか考える必要がある。
　そこでは、国家や国際機関よりも個人の果たす役割が
大きくなる。このような状況の中で地球規模の環境問題
を解決するのに、国家権力や制度ではなく、ひとりひと
りの考え方や行動が重要になってくる。一人一人の行動
を変えることにより、国際社会の平和や、環境保護、持
続可能な開発は可能になってくるのではないであろう
か。そのためにも、実現可能な能力を備えた人間を育て
る教育が重要だと思われる。

３．環境と人権

　次に、人間と環境との関係を国際法の視点から考察す
る。1789 年のフランス人権宣言の第 4 条には、「自由
とは他者を害しないすべてをなしうる」とある。したがっ
て、すべての人の自然的諸権利の行使は、同じ諸権利の
享有を社会の他の構成員にも確保するということ以外に
は、限界をもたない。この限界は法によってのみ決定さ
れうる。 この概念は、日本国憲法第 13 条にある「すべ
て国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福
追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反し
ない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要
とする。」にも導入される概念である。 
　フランスの法学者ヴァサック・カレル氏によれば、人
権には 3 世代があるという。
　第一世代の人権とは、基本的権利と自由の概念に基づ
いたものを指す。 1789 年 8 月 26 日の人間および市民
の権利宣言の文言では、個人主義がその特徴とされる 6)  。
具体的には、思想の自由、身体的自由、財産権の自由によっ
て構成される。この第一世代の人権は、1948 年の世界
人権宣言で定義された市民的および政治的権利のことで

ある 7)。宣言の第 26 条によると、教育とは、人権、基本
的自由、相互理解、平和な生活に基づく人格の発達を目
的とするものである。
　第二世代の人権とは、生命と財産権の自由を保障する
権利、つまり経済的、社会的、文化的権である。
　人権の第 3 世代の概念は、新しい国際シーン、 グロー
バリゼーションに関する地球規模の問題に関する国際社
会の要求に応えるために登場した。これは、平和と安全
に対する権利、発展に対する権利、満足のいく環境に対
する権利のことをいう。これらは、健康な環境で良好に
暮らす個人の権利、調和のとれた持続可能な発展に対す
る人々の保護に対する権利、そして共通の遺産の保護に
対する人類の権利となる 8)。   
　1972 年のストックホルム会議では、「人間は、尊厳
と幸福を感じながら生活できる質の高い環境において、
自由、平等、満足のいく生活条件に対する基本的権利を
有する」と確認された。
　また、1986 年の開発の権利に関する宣言では、第 2 
条でこれらの権利が定義されている 9)。したがって、第 3
世代の人権は、開発に対する権利だけでなく環境保護に
対する権利も見ることができる。この第 3 世代の人権
は環境問題のグローバル化とによって注目されるように
なった。
　1950 年代以降、先進諸国での急激な工業化に伴い、
公害が増加し、自然資源の消費量が増大した。そのこ
ろ、多くのアフリカやアジアの国々は植民地支配から独
立し、経済的に発展できずに途上国として取り残された。
また、死亡率の低下とともに人口増加率が上昇した。こ
れは人口爆発と呼ばれている 10)。このように南北格差が
広がる中、1970 年代には公害対策を進めた先進国が、
世界の資源枯渇と人口増加が深刻になってくる。大気
汚染や酸性雨などの環境問題が見られるようになって、
人々の意識が高まっていく中、1972 年にスウェーデン
のストックホルムで国連人間環境会議が開催された。こ
れは、環境問題に関して、世界で初めての政府間会合で
ある。この国連人間環境会議を開催するにあたり、先進
国と発展途上国との間で意見の対立が起こる。
　このとき、先進国が、開発を主要なものだけに抑えて、
環境をよくすることが最も重要なことだと言う主張をし
たのに対し、発展途上国は、経済成長をしなければ発展
途上国をとりまく貧困問題の解決には繋がらず、環境問
題よりも重要だと言う姿勢を崩さなかった。
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 その代表的な主張として、1972 年国連人間環境会議で
のインドのインディラ・ガンディー首相の主張、「貧困
こそが最大の環境汚染である」との言葉がある。こうし
た対立から、国連人間環境会議の開催には幾度と繰り返
された話し合いと時間がかかった。最終的には先進国と
発展途上国の両者が歩み寄り開催されることとなった。 
同年、国連人間環境会議において、世界の 110 カ国以
上の国々が参加し、「かけがえのない地球」をスローガ
ンとして掲げて、1972 年「人間環境宣言」が採択された。
人間の住む環境を守ること、その向上のためには、自然
環境と人工的に作った環境の両方が、基本的人権の尊重
や、生存権を守るために必要不可欠であり、環境の保護
と改善が全ての政府の義務であるとした。
　また、この人間環境宣言を確実に実行するために、大
気中に出る有害物質の排出を削減・停止させることや、
天然資源を保護すること、野生に生息する生き物とその
生息地の保護すること、環境を悪化させないための新し
い技術の開発研究すること等を定めた国連環境計画が
1972 年に定められた。ストックホルム会議の開催日は、
世界環境の日（World Environment Day）とされた。
　国連人間環境会議が行われた同じ年の 1972 年、世界
遺産条約が採択される。世界遺産条約ができるまでは、
文化財保護と自然保護は別々の取り組みであった。この
条約の大きな特徴は、文化遺産と自然遺産をひとつの条
約のもとで保護する点である。　
　人間環境宣言や世界遺産条約に見られるように、
1970 年代の変化から自然環境と人間の作った文化と
いった環境の両方が「人間環境」であるという概念が確
立した。
　1986 年には「発展の権利に関する宣言」がなされ
た。同 1 条に発展の権利は人権のひとつであるとされる。
前文では、「発展のもたらす諸利益の公平な分配が不可
欠であり、社会的、文化的、および経済的権利である」
とある。
　1948 年の世界人権宣言では「自由権」および「社会
権」が宣言されていた。1986 年の「発展の権利」とい
う新しい概念は、「自由、平等、満足のいく生活条件に
対する基本的な権利」と考えられる人権に由来している。 
これは、市民、政治、経済、社会、文化を網羅している。
　人権という概念は、「神の前での万人の平等」という
西洋のキリスト教の考え方を背景とした人間中心主義の
哲学に基づくものである 11)。また、キリスト教において

は、神が天地をつくり、人間は神の子とされている。人
間は神様の子であるから、天地、すなわち自然を思いの
ままに使うことができるといった考えに発展する。天然
資源は、人間が最大限利用できるものと当然といった考
えにつながる。キリスト教においては 文化と自然は対
立する概念である。そのため、文化財保護と、自然保護
は別の概念で存在していた。
　 キリスト教においては、常に人間を中心に置き、人
間の利益のために環境を守るという理念であるといえ
る。自然災害の多い日本では、自然環境は人間の力では
どうすることのできないものなので、人間の利益のため
の環境という概念は薄いと考えられる。
　持続可能な開発に関して、国連人権委員会の 2018 年
4 月 9 日の決議で、「持続可能な開発と環境保護を認識
し、生態系を含め、福祉と人権の実現に貢献する」こと
を加盟国に求め、「人間には、生きる権利、最高水準の
身体的健康を享受する権利が含まれる。」 12) とし、持続
可能な開発を「権利」とはっきりと定義したことは注目
すべき点である。
　 2021 年 10 月の国連人権委員会で宣言された「クリー
ンで健康、かつ持続可能な環境へのアクセスは普遍的人
権 」すなわち、「健康的な環境への権利」とは、景観、
自然、文化の価値を考慮して、生活の質、幸福、遺産を
保存することも含まれるする。この場合の遺産とは、よ
り広義には、自然と文化を構成する財物から構成される
人類共通の遺産を意味する。共通遺産はこの環境の中に
含まれる。
　一方、人権は食料や水へのアクセスだけでなく、健康
的な生活を送る権利でもある。この観点から見ると、健
康な環境への権利は人間だけでなく、すべての生き物に
とっても同様である。なぜなら、海洋プラスチック問題
にみられるように、人間の健康やすべての生物は、直
接的、あるいは間接的に化学物質によって生命を脅かさ
れてきているからである。 健康な環境への権利は、生
物圏を尊重しなければならないという考えと重なってく
る。
　この新しい「人権」が、環境教育や持続可能な開発の
ための教育の根源となっていると考えられる。
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4.　環境教育から持続可能な開発のための教
育へ

　「環境教育」という用語は、1948 年に T. Pritchard に
よって、国際自然保護連合（International Union for the 
Conservation of Nature and Natural Resources、 通 称
The World Conservation Union）の設立総会で初めて使
用されたと言われている。　
　設立総会において、環境教育を実施について、環境問
題に関する教育が若い世代と成人に提供されるべきとし
た。個人、企業、地域社会が環境を保護し向上させるた
めの考え方が啓発され、責任ある行動を促進する基盤の
必要性が強調された。
　本来、環境教育は、自然保護の教育を指すものであっ
た。ヨーロッパを中心とした先進国では、環境教育とい
えば、自然の中の動植物の観察といった、自然環境教育
が主流であった。
　UNEP（国連環境計画、United Nations Environment 
Programme）は、ストックホルム会議が開催された
同じ年、1972 年に設立された。UNEP を中心に、国
際 環 境 教 育 プ ロ グ ラ ム（International Environmental 
Education Programme）が 1975 年に開始された。
　1975 年 10 月にはユーゴスラビア・ベオグラードで
国際環境教育ワークショップ（ベオグラード会議）が開
催された 13)。日本でも、1974 年には「環境教育カリキュ
ラムの基礎的研究」が開始され、1977 年には環境教育
研究会 14) が設立される。学習指導要領においても環境教
育に関する内容が盛り込まれた。
　環境教育は、1977 年、トビリシ環境教育政府間会議
の勧告 15) で発展し、アジェンダ 21 16) や他の主要な国連
会議で議論されるグローバルな問題を幅広く取り上げて
きており、持続可能性のための教育としても扱われた。

「持続可能な発展」の理念は、1980 年に国際自然保護
連合 (IUCN)、国連環境計画 (UNEP) などがとりまとめた

「世界保全戦略」に初めて登場する。
　 国 際 連 合 の「 環 境 と 開 発 に 関 す る 世 界 委 員 会 」
WCED ＝ World Commission on Environment and 
Development)　が 1987 年に発行した最終報告書 “Our 
Common Future”（邦題『地球の未来を守るために』、通
称「ブルントラント報告」）で、「持続可能な発展」その
中心的な理念とされ、このときさらに広く知られること

になった。
　「持続可能な開発」の概念は、1972 年のストックホ
ルム会議で、対立軸にあった先進国が主張していた環境
保全と、発展途上国が主張する経済成長が互いに支えあ
うものという考え方である。1984 年には環境と開発に
関する世界委員会（World Commission on Environment 
and Development）= ブルントラント委員会は、1987
年「我ら共有の未来（Our Common Future）」 17) において、

「持続可能な開発」を次のように定義した。
「人類は、開発を持続可能なものとする能力を有する。
持続的開発とは、将来の世代が自らの欲求を充足する能
力を損なうことなく、今日の世代の欲求を満たすことで
ある。」
　ここで注目すべきは、「将来の世代」という言葉である。
言い換えれば、環境に関わる人権は、今の自分たちの世
代だけではなく、将来の世代へもわたるものである、と 
言える。将来の世代へバトンを引き継ぐためにも、環境
に関わる教育が重要になってくるのである。
　ブルントラント報告書に端を発した持続可能な発展に
関わる国連の活動は、健全な環境への権利に対する意識
を高めてきた。
　その後、1992 年の国連環境開発会議（地球サミット） 18)

を経て、持続可能な開発の概念は環境保全と経済成長に加
え、途上国の貧困削減や教育などの社会的側面も考慮に入
れるべきだと強調された。この総合的アプローチは「トリプ
ル・ボトムライン」として知られ、環境、経済、社会の三
要素を含んでいる。多くの国では、持続可能な開発を評価
するための指標として、環境、経済、社会、制度の四要素
で構成される「持続可能な開発指標」が策定された。
　1992 年環境と開発に関する国連会議（United Nations 
Conference on Environment and Development = 地 球 サ
ミット）がブラジル、リオ・デ・ジャネイロで開催された。

「地球規模で考え、足下から行動を（Think Globally, Act 
Locally）」、「持続可能な開発（Sustainable Development）」
が標語になった。「地球サミット」では、環境分野での国
際的な取り組みに関する行動計画である「アジェンダ２１」
が採択された。これ以降、先進国を中心に国際会議で作成
された行動計画から、国家レベルでの行動計画が作成され
る動きが始まる。
　1997 年には、国連環境特別総会（UNGASS）が開催
され、「アジェンダ２１の一層の実施のための計画」が
採択される。同年「環境と社会：持続可能性に向けた教
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育とパブリック・アウエアネス」国際会議（International 
Conference on Environment and Society: Education and 
Public Awareness for Sustainability）= テサロニキ会議・
ギリシャで「テサロニキ宣言」が採択された 19)。 この宣
言の中には「持続可能性を達成するために、…適切な教
育とパブリック・アウエアネスが法律、経済及び技術と
ともに、持続可能性の柱の一つとして認識されるべきで
ある。持続可能性に向けた教育全体の再構築には、全て
の国のあらゆるレベルの学校教育・学校外教育が含まれ
ている。持続可能性という概念は、環境だけでなく、貧
困、人口、健康、食糧の確保、…」とある。このように、
持続可能な発展と環境問題、そしてそれに対する教育活
動は、徐々に活発になってくる。

年表

1945	    国際連合成立

1948	    世界人権宣言（国連総会決議）

1966	 経済的社会的及び文化的権利に関する国際規約　

（社会権規約）

	 市民権及び政治的権利に関する国際規約（自由権

規約）

1972	 国連人間環境会議（ストックホルム）人間環境宣言

1984	 「環境と開発に関する世界委員会」（ブルントラント

委員会）国連に設置

1987	 「持続可能な開発」の概念を初めて用いたブルント

ラント報告書 ”Our Common Future” 発行

1986	 発展の権利に関する宣言（国連総会決議）

1992	 環境と開発に関する国連会議・環境と開発に関する

リオデジャネイロ宣言

2005	 国連 ESD の 10 年国際実施計画　（ユネスコ）

2013	 ESD に関するグローバルアクションプログラム

2019	 「持続可能な開発のための教育：SDGs 達成に向け

て（ＥＳＤfor 2030)」（国連総会における決議採択）

5.　環境教育の特色　-ESD から SDGs へ

　環境教育の発展に対して、ESD や SDGs はどのように
位置づけられるか整理する。
　ESD は Education for Sustainable Development の 略
で「持続可能な発展のための教育」と訳される。ESD（持
続可能な開発のための教育）は、2002 年の「持続可能
な開発に関する世界首脳会議」で日本が提唱した考え方

であり、同年の第 57 回国連総会で採択された。
　国際枠組み「国連持続可能な開発のための教育の 10
年」（2005-2014 年）20) や 2013 年の第 37 回ユネスコ総
会で採択された「持続可能な開発のための教育（ESD）
に関するグローバル・アクション・プログラム（GAP）」

（2015-2019 年）に基づき、ユネスコを主導機関として
国際社会は ESD に取りくむようになる。
　ESD とは、「現代社会の問題を自らの問題として主体
的に捉え、人類が将来の世代にわたり恵み豊かな生活
を確保できるよう、身近なところから取り組む（think 
globally, act locally）ことで、問題の解決につながる新
たな価値観や行動等の変容をもたらし、持続可能な社会
を実現していくことを目指して行う学習・教育活動」で
ある。つまり、ESD は持続可能な社会を構成する個人の
技能や知識、意識を高める教育活動であるといえる。　　
　2015 年の国連サミットにおいて、先進国を含む国際
社会全体の目標として、「持続可能な開発目標（SDGs：
Sustainable Development Goals）が採択された。
　SDGs は、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し
て、2030 年を期限とする包括的な 17 の目標及び 169
のターゲットにより構成されている。ESD は、このう
ち、目標 4「すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教
育を確保し、生涯教育の機会を促進する」のターゲット
4.7 に位置付けられた。しかし、ESD は、ターゲットの
1 つとして位置付けられているだけでなく、SDGs の 17
全ての目標の実現に寄与するものであることが第 74 回
国連総会において確認された。SDGs のなかで、ESD の
重要性は、2019 年の第 40 回ユネスコ総会で採択され
た ESD の新たな国際枠組み「持続可能な開発のための
教育：SDGs 実現に向けて（ESD for 2030）」（2020-2030
年）21) においても明確にしている。
　ESD は、SDGs、特にターゲット 4.7 の不可欠な要
素であり、「国連持続可能な開発のための教育の 10 年
(2005-2014 年 )」及び「グローバル・アクション・プ
ログラム (GAP、2015-2019 年 )」のビジョンのもとに
なっている。「持続可能な開発のための教育 : SDGs 実現
に向けて (ESD for 2030)」は、2020 年から 2030 年ま
での ESD の実施に関するグローバルな枠組みである。
　ESD for 2030 の採択に伴い、この枠組みにおいて具
体的に取り組むべき行動を示すロードマップがユネスコ
によって公表された 22)･23)。  
　このロードマップでは、5 つの優先行動分野（1．政
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策の推進、2．学習環境の変
革、3．教育者の能力構築、4．
ユースのエンパワーメントと
動員、5．地域レベルでの活動
の促進）と 6 つの重点実施領
域（1．国レベルでの ESD for 
2030 の実施、2．パートナー
シップとコラボレーション、3．
行動を促すための普及活動、
4．新たな課題や傾向の追跡

（エビデンスベースでの進捗
レビュー）、5．資源の活用、6．
進捗モニタリング）が提案されている。この SDGs 目標
を達成するために、世界各国はそれぞれの取り組みを進
めることになった。
　日本では、SDGs の採択に合わせ、「平和と成長のた
めの学びの戦略」を発表した。この戦略では、基本原則
として、①包摂的かつ公正な質の高い学びに向けた教育
協力、②産業・科学技術人材育成と社会経済開発の基盤
づくりのための教育協力、③国際的、地域的な教育協力
ネットワークの構築と拡大をあげ、学び合いを通じた質
の高い教育の実現を進めている。
　2022 年 6 月、欧州連合（EU）理事会は、「生態学的（エ
コロジー）移行と持続可能な開発のための学習に関する
評議会の勧告」を採択している 24)。この勧告では、持続
可能性を教育とトレーニングのあらゆる側面にどのよ
うに統合できるかを示し、加盟国に対して以下のことを
推奨する。

•	 生態学的移行と持続可能な開発のための学習を教
育訓練政策とプログラムの優先事項とすること。

•	 すべての教育の場面で、気候危機と持続可能な開
発についての知識を得る機会をすべての学習者に
提供する。

•	 国とEUの資金を用い、グリーンで持続可能な設備、
資源、インフラに投資する。

•	 教育者が気候危機と持続可能性のテーマを教える
ための知識とスキルを開発できるよう支援する。

•	 実践指向で学際的で地域の状況に関連した教育と
学習を可能にする持続可能な学習環境を構築する。

•	 学生や教職員、地方自治体、青少年団体、研究・
イノベーションコミュニティなど、すべてのアク

ターを持続可能性のための学習に積極的に参加さ
せること。

　フランスでは、気候変動との闘いとレジリエンスの強
化に関する法律 25) により、小学校から高校までのすべて
の人々の持続可能な開発のための教育の基本的な役割が
確立されている。また、第 5 条では、環境教育と持続
可能な開発を、市民教育や識字教育と同様に公教育サー
ビスの基本的な使命としている。このように、環境教育
は国際機関から、国のレベルへと段階的にアクターが関
わっている 26)。 

6.　結論

　以上のように、環境保護、持続可能な開発は、本来、
人権と深くかかわりがある。人間環境の保護および改善
は、健康で文化的な生活に欠くことのできないものであ
る。
　人間環境宣言、リオ宣言や、発展の権利宣言などの国
際的な宣言、環境に対する国際的な取り組みを経て、健
康で文化的な環境のもとで生活する権利、環境権が基本
的人権のひとつとして段階的に承認された。
　「人間環境」の概念は、1970 年代以前のキリスト教
を中心とした西欧の社会では、人間が人工的に作り出し
た環境、つまり文化遺産などに見られる環境をさしてい
たものが、国連人間環境会議や、それ以降の国際社会の
議論の場で、自然環境と人間環境の概念が融合され、持
続可能な開発といった概念が確立した。さらに、 持続可
能性には、将来の世代へ、「対世的義務」という概念が
加わった。
　一方、我が国では、もともと、自然に対する畏敬の念
から、自然界のいたるところに神が存在するといった思
想から、自然環境と、人間が人工的に作った環境を分け
て考えることはしていなかった。例えば、里山は集落、
人里に隣接した人間の影響を受けた生態系の 1 つであ
るが、このような人の手が継続的に入る森林は、人間環
境と自然環境の融合である。日本のような自然災害が多
い土地では、自然自身が環境を破壊することもある。そ
して、人間が環境を再生することをしてきた。
　「もったいない」文化が、日本人にとって当たり前だっ
たように 27)、 人間環境に対する現代国際社会での考え方
や、持続可能な開発といった考え方は、日本人は昔から
もっていたと考えられる。

図表２：「持続可能な開発のた

めの教育：SDGs 実現に向けて

（ESD for 2030）」ロードマップ
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 これに対し、持続可能な開発といった概念は、社会、
経済、環境の 3 つの側面がある、と言われている 28)。 日
本では、社会、経済の側面にあまり焦点があてられてい
ないと思われる。日本の教育の現場では、人権教育とい
えば、同和問題、いじめなどの問題がもっぱら取り上げ
られる。日本においては特に「持続可能な発展」の教育
は、自然環境の保護といった自然科学の分野からのアプ
ローチだけではなく、社会、経済の問題から人権の問題
を深く議論していくべきである。
　また、地球環境保護、持続可能な開発は、国家だけで
はなく、個人の責任と義務でもあり、国家も個人も　現
在の世代だけでなく、次世代への対世的責任義務がある
とされる。
　国際法の分野では、環境問題は、環境汚染に関する国
内問題から近隣諸国との関係、そして地球規模の問題と
なっていった。そのため、国際社会においての環境問題
の議論は自然科学の分野からのアプローチが中心で、経
済、社会の問題では、国家の枠組みのなかでの議論とな
ると、国の利益、先進諸国と開発途上国との対立が表面
化すると思われる。
　持続可能な発展は、理念としては崇高であるが、実現
のための具体的な動きをする、つまり、SDGs、目標を
達成するための国際条約を作る上で国家間の議論、国家
間の枠組み内での国際法の場面では、目標達成のために
は、国家の利害対立がどうしても起こってしまう。
　人権の尊重と、環境保護、持続可能な開発という目標
達成のためは、国家の利害対立を超えたところでの、国
際的な教育の交流、情報の提供、普及、科学技術の発展
ということが不可欠になるであろう。
　このように持続可能な開発教育（ESD）を達成するた
めには、情報や知識、技能の共有も不可欠である。この
共有を円滑に行うためには国際協力が公平でなければな
らず、ESD への財政的支援が公平に分配されなければな
らないと考えられる。
　ESD を達成するためには、国際的な視野が必要である
一方、ローカルな見方も必要だ。なぜなら、持続可能な
開発のための有意義な変革及び変革的な行動は、コミュ
ニティ・レベルで生じる可能性が高いからである。
　教育は、地域での活動と密接に結びついている。学習
者や人々が持続可能な開発のための選択を行い、それに
基づいて行動する場面は、コミュニティ内の日々の生活
においてである。また、人々が、持続可能な取り組みの

ためのパートナーを見つける場面も地域コミュニティ内
である。
　イヴァン・イリイチは、「環境危機の唯一の解決策は、
人々が、ともに働くことができ、互いに気づかいあうこ
とができるならば、自分たちはより幸せになることがで
きるという洞察を共有することに存する」 　と述べてい
る。この「洞察を共有する」とは、現代の SDGs に当て
はめると、持続可能な開発のための最新の知識や実践が
地域の課題を前進させるために活用されるよう、学習機
関同士だけでなく学習機関とコミュニティ間の積極的な
協力、すなわちＥＳＤを推進していくことなのではない
だろうか。
　本稿は、持続可能な開発教育の歴史的展開から、人権
の役割を論じたが、地域の実践については今後の研究課
題として取り上げていく。
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